
上場取引所 名証(第二部)

3 5 8 5 本社所在都道府県 愛知県

無

有

(記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 百万円 百万円

 

百万円 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

－

1. 株 株

2. 有 当期より役員退職慰労引当金の計上を開始しています。

3.

円 銭 円 銭 円 銭

円 銭

① 期末発行済株式数 株 株
② 期末自己株式数 株 株

円 銭 円 銭 円 銭

00 00

33 円 39 銭

※

1,797

―

百万円 百万円

24

232.5

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

906

12.0   

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)

中 間 期 5,687

11,976

749

1,518通　  期

１５年３月期 1.7

配当金総額
( 年　間 )期　　末中　　間

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 株主資本
配 当 率

代表取締役社長

取締役経理部長

中 間 配 当 制 度 の 有 無

単元株制度採用の有無

平成１５年３月期　個別財務諸表の概要

コ ー ド 番 号

（ URL http://www.tms-e.co.jp）

平成15年5月16日

上 場 会 社 名

代 表 者

問合せ先責任者

役職名

役職名

氏名 駒 井 徳 造

ＴＥＬ　(052)243-9811篠 木 史 征

決算取締役会開催日

平成15年6月27日

売　　上　　高

１．15年3月期の業績 (平成14年4月1日～平成15年3月31日)

定時株主総会開催日
平成15年5月16日

１４年３月期 11,252

１５年３月期

11,304

(１) 経営成績

１５年３月期 0.5

営 業 利 益

1,687 △ 6.1

％ ％

78

1,479 77 ―

(注)

(２) 配当状況

売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

当期純利益率

14年3月期

―

当 期 純 利 益

15.5   12.0   

１４年３月期

220

―

00

9.8    ―

5 220 15.3

百万円

1,094

１４年３月期

14,002

― ―

総　資　産 株 主 資 本

― ―00 5

(３) 財政状態

％

（1単元1,000株）

1.900

13.0   

会計処理の方法の変更

44,152,239

１株当たり当期純利益

配当性向

50

15.5   

経 常 利 益

1,748

1,749

株主資本比率

20.2

292

１株当たり株主資本

％

(注)

15,221

11,722

15年3月期 44,151,928

265

中　間

百万円

―

12,946

売　上　高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金
期　末

1,506

14年3月期
14年3月期

百万円 百万円

1,173

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

―

２．16年3月期の業績予想 (平成15年4月1日～平成16年3月31日)

―

55

上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お いて 入手 可能 な情 報に 基づ き作 成し たも ので あり 、実 際の 業績 は今

％

54

１４年３月期

１５年３月期 85.0

83.7

15年3月期
44,143,641

9,460

5

期中平均株式数 15年3月期

氏名

35.2 32

44,147,616

25.1

5 00

％

％

潜在株式調整後 売 上 高
経常利益率

総 資 本
経常利益率

株 主 資 本

0.1

138.8

- ２４ -



ＴＭＳ　個別

【単位：千円未満切捨】

期　別 当     期 前     期

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

9,326,474 8,165,597 1,160,877

現 金 及 び 預 金 6,946,483 5,207,649 1,738,834

受 取 手 形 57,423 79,622 △ 22,199

売 掛 金 702,854 685,691 17,162

製 品 534,045 － 534,045

製 品 ・ 商 品 － 682,860 △ 682,860

仕 掛 品 478,975 566,709 △ 87,734

貯 蔵 品 28,434 34,660 △ 6,225

前 渡 金 43,097 99,994 △ 56,896

前 払 費 用 84,905 105,523 △ 20,617

繰 延 税 金 資 産 215,857 434,675 △ 218,817

短 期 貸 付 金 136,752 126,000 10,751

未 収 入 金 93,145 120,529 △ 27,383

そ の 他 7,899 25,286 △ 17,386

貸 倒 引 当 金 △ 3,402 △ 3,606 204

5,895,381 5,837,156 58,224

2,849,793 2,924,342 △ 74,548

建 物 1,275,724 1,350,506 △ 74,782

構 築 物 11,088 15,078 △ 3,990

機 械 装 置 1,887 3,166 △ 1,279

車 両 運 搬 具 17,595 9,480 8,114

工 具 器 具 及 び 備 品 208,897 216,758 △ 7,861

土 地 1,329,351 1,329,351 －

建 設 仮 勘 定 5,250 － 5,250

122,544 115,066 7,478

借 地 権 92,571 92,571 －

ソ フ ト ウ ェ ア 20,557 13,078 7,478

電 話 加 入 権 9,416 9,416 －

2,923,042 2,797,748 125,294

投 資 有 価 証 券 144,754 122,922 21,832

関 係 会 社 株 式 1,420,103 1,420,103 －

出 資 金 202 2 200

長 期 貸 付 金 120,621 176,530 △ 55,909

破 産 債 権 等 2,486,164 2,471,018 15,145

長 期 前 払 費 用 14,321 53,789 △ 39,468

繰 延 税 金 資 産 129,556 313 129,243

長 期 未 収 入 金 66,000 － 66,000

差 入 保 証 金 973,569 989,219 △ 15,649

会 員 権 52,788 79,031 △ 26,242

貸 倒 引 当 金 △ 2,485,040 △ 2,515,182 30,142

15,221,855 14,002,753 1,219,101

増 減 金 額

流  動  資  産

固  定  資  産

投資その他の資産

有形固定資産

無形固定資産

財務諸表

貸借対照表

資　　産　　合　　計

（資　産　の　部）

　科　目

- ２５ -



ＴＭＳ　個別

【単位：千円未満切捨】

期　別 当     期 前     期

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

1,863,523 1,922,830 △ 59,307

支 払 手 形 187,363 215,450 △ 28,086

買 掛 金 1,189,242 1,030,830 158,412

短 期 借 入 金 55,000 － 55,000

１年内に返済予定の長期借入金 106,000 103,200 2,800

未 払 金 104,760 103,361 1,399

未 払 費 用 41,629 42,438 △ 809

未 払 法 人 税 等 20,817 21,339 △ 521

未 払 消 費 税 等 33,898 40,345 △ 6,447

前 受 金 37,883 283,499 △ 245,615

預 り 金 12,894 16,044 △ 3,150

賞 与 引 当 金 61,914 52,993 8,921

設 備 等 支 払 手 形 9,160 10,660 △ 1,500

そ の 他 2,959 2,668 291

412,330 357,454 54,875

長 期 借 入 金 159,000 217,000 △ 58,000

退 職 給 付 引 当 金 115,631 89,307 26,323

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 97,699 － 97,699

預 り 保 証 金 40,000 51,146 △ 11,146

負　債　合　計 2,275,853 2,280,284 △ 4,431

－ 8,816,866 △ 8,816,866

－ 1,806,323 △ 1,806,323

資 本 準 備 金 － 1,806,323 △ 1,806,323

－ 1,094,244 △ 1,094,244

当 期 未 処 分 利 益 － 1,094,244 △ 1,094,244

( う ち 当 期 純 利 益 ) （－） (1,094,244) （△1,094,244）
その他有価証券評価差額金 － 5,558 △ 5,558
自　己　株　式 － △ 523 523

8,816,866 － 8,816,866

1,806,323 － 1,806,323

資 本 準 備 金 1,806,323 － 1,806,323

2,322,665 － 2,322,665

利 益 準 備 金 26,000 － 26,000

任 意 積 立 金 500,000 － 500,000

当 期 未 処 分 利 益 1,796,665 － 1,796,665
その他有価証券評価差額金 4,368 － 4,368
自　己　株　式 △ 4,222 － △ 4,222

資  本  合  計 12,946,001 11,722,468 1,223,532

15,221,855 14,002,753 1,219,101

増 減 金 額

流  動  負  債

固  定  負  債

（資　本　の　部）

　科　目

（負　債　の　部）

資       本    金

資 本 剰 余 金

負　債　資　本　合　計

資       本    金

法 定 準 備 金

その他の剰余金

利 益 剰 余 金

- ２６ -



ＴＭＳ　個別

【単位：千円未満切捨】

期　　別 当　     期 前       期

  自　平成14年4月 1日   自　平成13年4月 1日

  至　平成15年3月31日   至　平成14年3月31日

金　　　額 金　　　額 金　　　額

売 上 高 11,304,750 11,252,029 52,720

9,617,339 9,454,055 163,283

売 上 原 価 7,871,900 8,025,012 △ 153,111

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,745,438 1,429,043 316,395

営　　業　　利　　益 1,687,411 1,797,973 △ 110,562

110,639 86,201 24,437

受 取 利 息 3,294 5,722 △ 2,428

受 取 配 当 金 504 2,364 △ 1,860

賃 貸 料 収 入 36,326 35,152 1,174

業 務 支 援 料 25,800 24,500 1,300

受 取 手 数 料 － 10,188 △ 10,188

未 払 ﾛ ｲ ﾔ ﾘ ﾃ ｨ 等 整 理 益 32,033 － 32,033

雑 収 益 12,680 8,273 4,407

48,829 136,165 △ 87,336

支 払 利 息 5,901 5,858 42

長 期 前 払 費 用 償 却 8,598 59,638 △ 51,040

貸 倒 損 失 － 33,317 △ 33,317

為 替 差 損 26,281 9,114 17,167

そ の 他 の リ ー ス 料 － 18,702 △ 18,702

雑 費 用 8,047 9,533 △ 1,486

経　　常　　利　　益 1,749,221 1,748,010 1,211

11,641 70,819 △ 59,178

固 定 資 産 売 却 益 1,891 737 1,153

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 70,081 △ 70,081

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 9,750 － 9,750

169,631 821,785 △ 652,154

固 定 資 産 除 却 損 55,156 65,546 △ 10,389

固 定 資 産 売 却 損 4,918 60,252 △ 55,333

投資有価証券強 制評 価損 17,950 42,299 △ 24,349

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 149,997 △ 149,997

会 員 権 評 価 損 4,000 5,090 △ 1,090

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 484,734 △ 484,734

退 職 給 付 費 用 13,866 13,866 －

役員退職慰労引当金繰入額 73,739 － 73,739

1,591,231 997,044 594,187

21,617 21,339 278

90,592 △ 118,539 209,132

1,479,020 1,094,244 384,775

317,645 － 317,645

1,796,665 1,094,244 702,420

（特 別 損 益 の 部）

営業外収益

営 業 損 益 の 部

営　業　収　益

当     期     未    処    分    利    益

法     人     税    等    調    整    額

当　      期　      純       利       益

特 別 利 益

特 別 損 失

法  人  税  、 住  民  税  及 び 事 業 税

前      期      繰　    越     利     益

税    引    前    当   期   純   利   益

増 減 金 額

営業外損益の部

営業外費用

　  科　　目

営　業　費　用

損益計算書

（経 常 損 益 の 部）

- ２７ -



ＴＭＳ　個別

【単位：千円未満切捨】

１株当たり配当金

 　　　

00 - 00 00 - 00

年間 中間

5

円　銭

中間

5 5
　

（13.4.1～14.3.31）
当　　　　　期

円　銭

年間 期末

円　銭円　銭 円　銭 円　銭

　
-

-
---

- -

　 　

普 通 株 式

-

（内訳）
記念配当
特別配当

-
-

　
　
-
-

　

Ⅱ　利益処分額

利益準備金

役員賞与金

　

期末

前　　　　　期

Ⅲ　次期繰越利益

利益配当金（1株につき5円）

任意積立金

利益処分案

利益処分案

期　別

科　目

当期
（14.4.1～15.3.31）

金　　額

Ⅰ　当期未処分利益 1,796,665

1,479,128

317,537

（うち監査役賞与金）

1,094,244

（14.4.1～15.3.31）

26,000

220,718

32,410
(3,200)

1,200,000

317,645

5

前期
（13.4.1～14.3.31）

金　　額

500,000 776,599

26,000

220,759

29,840
(3,200)

- ２８ -



ＴＭＳ　個別

…

…

…
…

重要な会計方針

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は

損益として処理しています。

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間

(５年）に基づく定額法

均等償却

（2）無形固定資産

（3）長期前払費用

また、取得価額が10万円以上20万円未
工 具 器 具 備 品 ２年～15年

５．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

する方法を採用しています。

満の資産については、3年間で均等償却

定率法
ただし、平成10年4月1日以降に取得した
建物（建物付属設備除く）については

貯蔵品

そ の 他 の 部 門

製品･商品及び仕掛品 ｱ ﾆ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ 部門

（1）有形固定資産

最終仕入原価法による原価法

ｱﾐｭ ｰｽ ﾞﾒ ﾝﾄ部門 定額法

（2）その他有価証券
①時価のあるもの

②時価のないもの

３．棚卸資産の評価基準および評価方法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

算定しています。）

す。

個別法による原価法
ただし、製品については、法人税法の規

時価法

定に準じて算出した減価を控除していま

（1）子会社株式および関連会社株式

そ の 他 の 部 門

１．有価証券の評価基準および評価方法

４．固定資産の減価償却の方法

（評価差額は、全部資本直入法により処
理し、売却原価は、移動平均法により

移動平均法による原価法

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法による原価法

総平均法による原価法

あります。

機械装置及び運搬具 ４年～10年

定額法

建 物 及 び 構 築 物 ５年～65年

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

- ２９ -



ＴＭＳ　個別

８．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（3）ヘッジ方針

（4）ヘッジ有効性評価の方法

（4）役員退職慰労引当金

売上債権および貸付金等の貸倒れ損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により計算した金額を計上し、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しています。

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ています。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる

額を計上しています。

６．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

（3）退職給付引当金

（2）賞与引当金

当期から「企業会計基準第2号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計

９.消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

（ヘッジ手段）
為替予約

デリバティブ取引に関する規定に基づき外貨建取引の為替相場変動リスクを一定の範囲内

なお、財務諸表等規則の改正により当期末における貸借対照表の資本の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成しています。

11．１株当たり情報

なお、会計基準変更時差異(６９,３３４千円)については、５年

による按分額を費用処理しています。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につ

原則として繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を満たしている為替予

約については、振当処理によっています。

７．リース取引の処理方法

でヘッジしています。

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しています。

輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引
（ヘッジ対象）

24円10銭、1株当たり株主資本は264円82銭となります。

基準委員会 平成14年9月25日）及び「企業会計基準適用指針第4号 １株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成14年9月25日）を適用しています。
なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用して算定した場合の１株当たり当期純利益は

業会計基準委員会 平成14年２月21日）を適用しています。これによる当期の損益に与える

影響はありません。

当期から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企
10．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準
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ＴＭＳ　個別

会計処理の変更

（役員退職慰労引当金）

（貸借対照表関係）

1,431,166 千円 1,578,738 千円

43,140 千円 57,600 千円

1,780,675 千円 1,809,229 千円

158,296 千円 170,743 千円

５．授権株式数等
121,000,000 株 121,000,000 株

44,153,101 株 44,153,101 株

9,460 株 1,173 株

　　（前　期　末）

７．自己株式の保有数 普通株式

２.受取手形割引高

１.有形固定資産の減価償却累計額

　　（当　期　末）

については、リース契約により使用しています。

る方法に変更しました。

注記事項

役員退職慰労引当金について、従来支出時の費用として処理していました
が、当期から内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上す

この変更により、当期発生額23,960千円は販売費及び一般管理費に、過年
度分相当額73,739千円は特別損失に計上しています。この結果、従来と同一
の方法を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益は23,960千円、税引前

当期純利益は97,699千円減少しています。

受取手 形割 引高

貸借対照表に計上した固定資産のほか、アミューズメント施設のゲーム
機器の一部、アニメ用コンピューターシステムおよび事務用機器の一部

４．保証債務

有 形 固 定 資 産
３.担保に供している資産

発行済 株式 総数

６.重要なリース資産

授 権 株 式 数

6号に規定により、配当に充当することが制限されています。

８．配当制限
「その他の剰余金」のうち有価証券の時価評価により増加した純資産額が
4,368 千 円含 まれ てい ます 。な お、 当該 金額 は商 法第 290 条 第 1 項第

- ３１ -



ＴＭＳ　個別

（損益計算書関係） （当　　期） （前　　期）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目および金額
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

２．固定資産売却益の内訳

３．固定資産除却損の内訳

４．固定資産売却損の内訳

５．関係会社に係る注記
関係会社に対する営業外収益は次の通りです。

281,304

合　計

合　計

合　計
1,765
1,891

－
55,156

126

HDﾏｽﾀへの原版ﾘﾆｭｰｱﾙ費

23,960
53,705

133,454
1,287

102,357
611,485
27,760
26,080

89,470
611,621
31,644
14,403

－
34,479

154,358

千円

3,606
－

347
390
737

7,246

42,412
3,147
1,278
1,072

千円
千円

千円
千円
千円

千円
千円

千円
千円

千円
千円

千円

44,322
1,466

829
237

13,985
4,704

65,546

千円
千円

千円
千円
千円
千円
千円

4,918

千円
千円
千円
千円

－
460

4,457

57,893
1,781

576
60,252

千円
千円
千円
千円

29,208
25,800

千円
千円

千円
千円

27,045
24,500

企 画 文 芸 費
役 員 報 酬 ・ 給 与 手 当
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退 職 給 付 費 用
役員退職慰労引当金繰入額
減 価 償 却 費
賃 借 料
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

賃 貸 料 収 入
業 務 支 援 料

借 地 権

建 物
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
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ＴＭＳ　個別

（リース取引関係）

(1)

工具器具備品等 工具器具備品等

(2)

　
(3)

(4)

(5)

(6) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法

・利息相当額の算定方法

（有価証券関係）

（当　期）（平成15年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

（前　期）（平成14年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

千円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

支払リース料

1,259,467取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額相 当額
期 末 残 高 相 当 額

千円
千円

1,218,049

370,871
246,133
617,005

千円

千円
千円

674,154
千円

千円

千円

673,205

千円360,237

千円
千円

585,313544,843

１ 年 以 内
１ 年 超

合　計

千円

559,600
199,363

39,09430,084

485,917

452,149

569,346

千円 525,924

千円

（当   　期） （前　　　期）

千円

方法については、利息法によっています。

千円

減価償却費相当額

支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

千円

- ３３ -



ＴＭＳ　個別

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
住民税均等割額
評価性引当金
税効果会計適用後の法人税等の負担率

部門別売上高

人税等調整額に影響はありません。

当期末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が95千円、当期末に計上さ

（当   　期） （前　　　期）

れたその他有価証券評価差額金が95千円それぞれ増加しています。なお、当期末に計上された法

繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、法人事業税における外形標
準課税制度を導入する「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年
３月31日に公布され、所得割の標準税率が引き下げられたため、平成16年４月１日以降に解消が
見込まれる一時差異等について41.80％から40.50％に変更しています。この税率の変更により、

7.05 ％ △ 9.74 ％
△ 36.96 ％ △ 54.83 ％

1.36 ％ 2.14 ％
0.85 ％ 1.14 ％

41.80 ％ 41.80 ％

345,414 千円 434,988 千円
2,973 千円 3,991 千円
2,973 千円 千円3,991

348,387 千円 438,980 千円
△ 1,322,672 千円 △ 1,972,474 千円

113,754 千円 119,558 千円
191,269 千円 808,856 千円
39,568 千円 － 千円
37,828 千円 22,556 千円
443,763 千円 450,504 千円
844,875 千円 1,009,978 千円

11,304,750

輸 出 高

100.0% 52,720 0.5%

196,272 29.6%

3,692,551 －

増 減 金 額
当        期

部     門
（13年4月1日～14年3月31日）

金    額
（14年4月1日～15年3月31日）

前         期

アミュー ズメ ント 部門

ア ニ メ ー シ ョ ン 部 門

増減率金    額

受 注 高

858,338 7.6%

そ の 他 の 部 門

662,065 5.9%

合       計

259,065

構成比

7,142,984 63.5%

金    額 構成比

33.8%3,819,096

7,226,588 63.9%

3,664,790 32.6% 154,306 4.2%

100.0% 11,252,029

2.3% 444,255

【単位：千円】

2,947,828 － 744,723 25.2%

△41.7%3.9% △ 185,190

83,604 1.2%

貸 倒 引 当 金
有 価 証 券 評 価 損
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 純 額

繰 越 欠 損 金
そ の 他
評 価 性 引 当 金

その他有価証券評価差額金

合　計

合　計
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ＴＭＳ　個別

役 員 の 異 動　　（平成15年6月27日付予定）

１．代表者の異動

該当事項はありません。

し ま だ た け し

取締役 島 田 建 史 （ 現、当社 東京ムービー事業本部

　　　理事 管理担当東京経理部長 ）

こ が ま さ の り

常務取締役 古 賀 督 徳 （ 現、当社 取締役 アミューズメント事業本部長

　　　兼アミューズメント営業部長 ）

し の き ふ み ゆ き

常務取締役 篠 木 史 征 （ 現、当社 取締役 経理部長 ）

み や ち し ゅ ん じ

非常勤取締役 宮 地 俊 二 （ 現、当社 常務取締役、

　　　株式会社オーペス 代表取締役社長 ）

２．その他の役員の異動

（１）新任取締役候補

（２）昇格予定取締役

（３）その他の異動

－ ３５ －



ご 参 考 資 料

中間期 通　期

12,636 ( 100.0 ) 12,848 ( 100.0 ) △ 211 ( △ 1.6 ) 6,418 13,757

アニメーション事業 7,382 ( 58.4 ) 7,348 ( 57.2 ) + 34 ( + 0.5 ) 3,938 8,528

アミューズメント事業 4,866 ( 38.5 ) 4,713 ( 36.7 ) + 152 ( + 3.2 ) 2,480 5,229

そ の 他 の 事 業 387 ( 3.1 ) 786 ( 6.1 ) △ 398 ( △ 50.7 ) - -

1,787 ( 14.1 ) 1,812 ( 14.1 ) △ 24 ( △ 1.4 ) 820 1,705

1,795 ( 14.2 ) 1,696 ( 13.2 ) + 98 ( + 5.8 ) 796 1,655

1,405 ( 11.1 ) 1,503 ( 11.7 ) △ 98 ( △ 6.5 ) 889 1,536

△ 20円14銭 34円03銭

△ 312 ( △ 62.8 )

△ 16 ( △ 6.7 )

5社 　

連結 （新規）　0社　（除外） 0社

　　３．対前期比較の（　）内は、比較増減率を記載しております。

中間期 通　期

11,304 ( 100.0 ) 11,252 ( 100.0 ) + 52 ( + 0.5 ) 5,687 11,976

アニメーション部門 7,226 ( 63.9 ) 7,142 ( 63.5 ) + 83 ( + 1.2 ) 3,764 7,971

アミューズメント部門 3,819 ( 33.8 ) 3,664 ( 32.6 ) + 154 ( + 4.2 ) 1,923 4,005

そ の 他 の 部 門 259 ( 2.3 ) 444 ( 3.9 ) △ 185 ( △ 41.7 ) - -

1,687 ( 14.9 ) 1,797 ( 16.0 ) △ 110 ( △ 6.1 ) 752 1,525

1,749 ( 15.5 ) 1,748 ( 15.5 ) + 1 ( + 0.1 ) 749 1,518

1,479 ( 13.1 ) 1,094 ( 9.7 ) + 384 ( + 35.2 ) 906 1,506

+ 20円52銭 33円39銭

△ 298 ( △ 63.0 )

△ 11 ( △ 5.4 )

【単位：百万円未満切捨て、（％）】

【単位：百万円未満切捨て、（％）】

有形固定資産減価償却実施額

設 備 投 資 額

497 440

245

473

平成16年3月期予想

238

　　　　２．連結範囲及び持分法の適用の異動

175

２．単独決算業績及び次期の業績予想

　7円99銭

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

１株当たり当期純 利益

１．連結決算業績及び次期の業績予想

項　　　　目

（注）　１．連結子会社数

平成15年3月期 平成14年3月期

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

【お問い合わせ先】　経理部　　ＴＥＬ　052-243-9811

持分法

32円77銭

（新規）　0社　（除外） 0社

210

（注）　１．対前期比較の（　）内は、比較増減率を記載しております。

項　　　　目 平成15年3月期

192 203

平成14年3月期 対 前 期 比 較

24円78銭

平成15年5月16日

（コード番号　３５８５　名証第２部）

360

対 前 期 比 較
平成16年3月期予想

連 結 及 び 単 独 決 算 概 要

（平成15年3月期）

持分法適用会社　0社

31円05銭 3円00銭34円05銭

有形固定資産減価償却実施額 222

１株当たり当期純 利益

設 備 投 資 額 185


